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ひと口に開発途上国といっても，資源の賦存状況，圏内市場の規模など
の経済的条件は，個々の国によって異なる。従って各国の経済開発政策も
それぞれ異なるが， しかし，経済成長を優先課題においていることは各国
共通である。さらに経済成長のためには種々の条件が必要とされるが，開
発途上国にとってはなかでも工業化の推進が主要な役割を果たすことが，
先進国や， NICsによって実証されてきた。
本橋では以上のような視点から，特にインドネシアの工業化の過程を検
証することにより開発途上国の工業化について検討してみたい。
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2. インドネシア経済の位置づけ
まずアジアの NICsとアセアン諸国の経済構造を概観しながら，インド
ネシア経済の位置づけをしておきたい。
まず実質経済成長率の推移では，表 lのように. 1960年代は工業国の平
均成長率が4.8%. 途上国のそれが5.5%に対し，たとえば韓国の10.0%を
はじめとしてアジア NICsの成長が目ざましし、。アセアン諸国では，イン
ドネシアの3.7%を除いて. 5~7%以上の成長であった。 1970年代に入
ると，工業国，途上国全体としてはともに. 60年代に比べて減少したが，
アジア NICsでは若干低下したものの，ほぼ同じ水準であったことがわか
るO アセアン諸国では特に，インドネシアの7.7%をはじめとして，タイ
を除いて60年代を上回る成長であった。次に1980年代をみてみると，上半
期全体では. NICs は 6%~7%台で成長した一方，アセアン諸国は，フ
ィリピンを除き. 4~5%台であった。特にインドネシアは1980年9.9%.
表I アジア NICs及びアセアン諸国の成長と推移 (単位:%)
¥¥ 1960年代 1970年代 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1980年代上期(J98H984) 
アジア NICs
韓 国 9.1 7.9 企2.7 7.4 5.7 10.9 8.6 5.2 7.2 
香 港 10.0 9.3 10.3 9.9 6.3 7.9 8.1 .1.8 6.7 
シンガポー ル 8.8 8.7 11. 0 10.4 2.4 5.9 9.6 0.8 7.8 
アセアン諸国
タ イ 7.6 6.7 5.8 6.3 4.1 5.8 6.2 4.0 5.1 
マレイシア 7.7 7.9 6.7 5.8 6.1 7.9 企1.0 5.7 
フィリピン 5.1 6.1 5.0 3.4 1.9 1.1 企6.7企3.8 企0.6
インドネシア 3.7 7.7 9.9 7.9 2.2 4.2 5.8 2.9 4.7 
発展途上国計 5.5 5.3 4.4 2.7 1.8 0.2 2.8 1.古
工業国計 4.8 3.0 0.6 1.5 企0.2 3.0 5.0 3.0 2.4 
(注)シンガポー ルはアセアンの一員であるが，ここではアジア NICsとしてとらえた。
(資料)世界銀行『世界開発報告』。
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1981年7.9%と，いずれもアセアン諸国ではトップの成長率であったが，
1982年では2.2%へと低下した。これは，いわゆる石油依存型のインドネ
シアに特殊な経済構造によるものとみられる。詳しくは後でみていくこと
にする。
次に産業別成長寄与度をみると，表2のように NICs，特に韓国の製造
業の寄与度が非常に高いことがわかる。即ち60年代， 70年代ともに 4%以
上であるのに対し，アセアン諸国では， 70年代は， 60年代に比べて若干増
加しているものの， 1 %台である。しかし，インドネシアでは60年代の
0.3%から70年代は1.5%と，他のアセアン諸国に比べて，高い値を示し
た。
工業化率の比較をみると，表3のように NICsは高い。しかも重工業化
率が高く，産業構造の高度化が進んでいる。アセアン諸国もNICsほどで
ないにしても，着実に工業化が進んでいることがわかる。
輸出額の増加率をみると(表4)， 1960年代ではシンガポールを除き韓
国の32.3%をトップに， 1O~20%台であったのに対し，アセアン諸国は 3
~5%台と低かったが， 1970年代では NICsとほぼ同じ水準にまで増加し
た。特にインドネシアは2度の石油価格上昇による好影響を受け， 1970年
表2 産業部門別成長寄与度の推移 (単位:%)
¥¥ 
農業 工業(うち製造業) サーピス業
1960~70 I 1970~81 1960~70 I 1970~81 1960~70 I 1970~81 
アジア NICs
韓 国 1.4 0.6 4.6(3.3) 5.4(4.2) 3. 7 3.4 
香 港 0.0 一(2.8)
シンガポール 0.1 0.0 3.1(2.1) 3.0(2.3) 5.6 5.5 
アセアン諸国
タ イ 1.9 1.2 2.8(1.7) 2.7(1.9) 3.9 3.4 
7 レイシア 1.7 2.20.2) 3.8 
フィリピン 1.1 1.3 1. 7(1. 4) 2.90.7) 2.3 2.1 
インドネシア 1.3 1.1 0.9(0.3) 4.2(1.5) 1.6 3.2 
(資料)世界銀行『世界開発報告』。
166 20周年記念論文集
で29.8%と急速に増加しさらに1980年では NICs，アセアン諸国の中で
も第1位の40.5%と驚異的数値であった。しかし，石油価格の下落ととも
に激減し，特に1985年では-15.1%と，他の諸国に比べ，最低となった。
工業製品輸出比率では，表5のように1980年には韓国が90%をこえる水
表3 工業化率の推移 (単位:%)
¥¥ 工業化率 重工業化率1960年 1970年 1980年 1960年 1970年 1980年
アジア NICs
韓 国 8.4 15.6 29.1 (9) 24.2 36.4 42.3(9) 
香 港 29.9 26.7(8) 
シンガポール 13. 1 19.3 25.3(8) 32.3 44.9(8) 
アセアン諸国
タ イ 13.1 16.8 21. 3 (8) 14.6 17.6(8) I 
マレイシア 9.0 13.2 17.0(8) 17.7 23 (*) 
フィリピン 20.0 23.2 24.4 (8) 11.0 18 (8) 
インドネシア 8.0 9.0 12.3(8) 3.3 1 (*) 
注 (8)1978年， (9) 1979年。
(資料)世界銀行『世界開発報告』。
表4 輸出増加率の推移 (単位:%)
¥ ¥ 1960年代 1970年代 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1980年代上期(I98H984) 
アジアNICs計 11. 6 24.8 26.2 13.4 "0.9 8.8 20.1 1.1 7.8 
韓 国 32.3 30.4 16.3 21. 4 2.8 11. 9 19.6 1.1 10.5 
香 港 12.9 20.6 36.1 8.2 血0.9 5.0 10.2 "5.2 8.5 
シンガポール 3目l 25.2 30.3 10.5 "3.8 4.6 28.9 6.6 3.3 
アセアン諸国計 3.9 23.4 35.7 阜0.8 血1.0 0.6 9.8 "10.4 7.0 
タ イ 5.5 2.2 2.8 8.1 U2 "8.3 16.4 血3.9 1.8 
7 レイシア 3.5 20.4 16.8 "9.1 2.2 17.2 16.9 "6.3 3.5 
フィリピン 5.1 17.1 25.7 U5 "12.1 U6 7.9 "12.6 .4. 
インドネシア 2.8 29.8 40.5 1.6 0.1 "5.1 3.5 "15.1 。
世 界 計 8.9 18.6 2.5 企1.7 阜7.3 "2.9 5.8 1.1 血0.5
(資料)世界銀行『世界開発報告』。
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表5 工業製品輸出比率，工業製品輸出入比率の推移 (単位:%)
¥¥ 
工業製品輸出比率 工業製品輸出入比率
1960年 1970年 1980年 1960年 1970年 1980年
アジア NICs
韓 国 14.2 77.4 90. 1 2. 7 58.4 158.9 
シンガポール 27.8 4. 7 30.8 65. 7 
アセアン諸国
タ イ 1.4 16.4 35.3 1.7 11. 8 45.9 
マレイシア 27.3 27.8 56.5 49.1 
フィリピン 3.2 7.5 23.6 4.3 9.3 3. 7 
インドネシア 0.8 2.2 4.2 1.5 3.1 12.8 
(出所)国連;Yearbook of Internationa1 Statistics. 
(注)工業製品輸出比率は，工業製品輸出額/輸出総額。
工業製品輸出入比率は，工業製品輸出額/工業製品輸入額。
(資料)通産省『経済協力の現状と問題点119860 
準となり，アセアン諸国も20~30%台へと伸びている。しかし，インドネ
シアは4.2%と極端に低い。
以上のように1960年代から1980年にかけて，特に NICsを中心とした高
成長には，製品輸出の急速な拡大と，それと並行した急速な工業化の進展
が大きく寄与した。
このように経済成長のためには農村，農業開発の推進や教育の普及等，
社会開発の基礎的条件が整備されると同時に，工業化の推進が途上国の経
済成長にとって重要な役割を果たしてきた。
そこで，工業化推進のための戦略に関して，輸入代替工業化政策，輸出
指向工業化政策，複線型工業化政策，そして，最近タイにおいてとられて
いる NAIC政策について，それぞれ簡単に整理してみる。
3. 開発途上国の工業化政策
輸入代替工業化・輸出指向工業化
1950年から1960年にかけてほとんどの途上国は，最終消費財を中心とす
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る製品の輸入代替を行い工業化を進めてきた。そこでは輸入を園内生産で
代替するため，高率関税，輸入制限等によって輸入を規制し，園内の産業
保獲が与えられた。しかし，この輸入代替によって圏内生産が可能になる
商品の数は多くはない。従って圏内需要が満たされた後，多くの問題が出
てくることになる。
たとえば，それまで、輸入品にたよっていた分の外資は節約されるが，資
本設備や，中間材料は輸入に頼らざるをえなくなるため，外貨節約は進ま
なくなる。特に代替生産に必要な投資財，原材料や中間財などの，生産財，
さらに技術は，先進国から輸入されたものであったため，労働節約的・資
本集約的なものであった。また，資本集約的技術によって生産される資本
財を生産するための資本財，中間財は非常に高価であり，多くの場合途上
国は資金の不足に直面した。
以上のような問題点により，工業製品の市場を先進国に求め，途上国が
比較優位をもちうる労働集約的生産技術による製造工業品に対して，直接，
間接に補助金を与えることによって輸出を振興してし、く政策がとられるこ
とになった。これが輸出指向工業化て‘ある。こうして，労働集約製品の輸
出は， 1960年代から70年代にかけて拡大した。この輸出振興政策が，
NICsの高成長をもたらしたのである。
複線型工業ィt)
しかし NICsのうち韓国の急速な経済成長は，ただ単に輸入代替から
輸出指向といった単純な政策の移行ではなかった。
即ち韓国の急速な成長は，労働集約的軽工業品の輸出を通じてのみ達成
されたのではく，輸出軽工業品に対して，後方連関の関係にある鉄鋼，化
学，セメント等の重化学工業の育成を図る政策が同時にとられた。これら
の産業の輸入代替も進められた。そしてまた工業品輸出の急増によって，
後方連関産業が生産する資本財，中間財に対する需要が拡大し，資本集約
的重化学工業にとって不可欠な規模の経済を 短期間のうちに達成するこ
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とができた。そして，規模の経済を実現した重化学工業部門は，たとえば
鉄鋼業にみられるように，輸入代替産業から輸出産業へと成長していった。
このように，一方では国内市場では不十分な需要を世界市場へ求め，ま
た他方で‘は輸出の伸びに伴い，その生産に必要な資本財，中間財需要を通
じて圏内における規模の経済をもたらしたのである。
より一般的にし、えば，輸出:t~向産業の育成と，輸入代替産業の育成が同
時に進められたことになり，いわゆる複線型工業化といわれる工業化政策
である。
NAIC (Newly Agro-Industrializing Country) 
この政策は，タイにおいて1986年から始まった第6次五ヶ年計画に盛り
こまれた工業化政策である。
タイの経済開発の目標とそれを実現するための手段をめぐり， 1970年代
から1980年代初めにかけて2つの考え方が存在した。即ち， 1つは労働集
約型の輸出産業を育成し，同時に，輸入代替を目的とする工業化政策のも
とで保護されてきた圏内産業の合理化を図り，産業構造を進めようとする
いわば韓国型の工業化政策と，他の Iつは，輸出産業や重化学工業の育成
ではなく，農村開発に重点をおき，農民所得の向上や農村市場の拡大を通
じて国内産業の発展を図ろうとする考え方である。
政府財政に余裕のあった第5次五ヶ年計画(1982---1986)では，この2
つの考え方の両方が盛りこまれたが，第6次五ヶ年計画では財政収支が悪
く，第1次産品価格特に農産物輸出価格の下落とL、う事情により，後者の
戦略が計画に盛られたといういきさつがある。したがって韓国を中心とし
たNICs即ち繊維，電子工業を中心とする輸出産業の育成と重化学工業の
両方を同時に達成するような複線型工業化ではなく，タイの比較優位を生
かした農業関連産業基盤の工業化を目指したもので，中期的-迂図的なも
のとして位置づけられている。
このような農水畜産業と，その加工産業であるアグロインダストリーを
170 20周年記念論文集
軸として輸出業の育成，雇用創出，農民所得の引き上げを図っていこうと
するものであり，石油以外の 1次産品に依存する開発途上国にとって，注
目すべきものである。
4. インド‘ネシアの開発計百}
インドネシアは.1968年にスハルト体制へ移り本格的経済開発に取り組
み始めたといえる。たとえば積極的な外資導入や，石油情勢の好転等で，
特に70年代は高い GDP成長率を維持してきた。そこで1969年から実施さ
れてきた開発5ヶ年計画のうち特に工業関連の内容を簡単に振り返ってみ
たい。
第1次5ヶ年計画(1969/4----1974/ 3 ) 
第1次5ヶ年計画はまず旧体制下(スカルノ体制)での高いインフレを
克服し，経済の安定に努め経済全体の復旧を進めることが緊急の課題とさ
れた。また特に農業部門を支える工業開発の促進に重点がおかれた。
この期間は，内外の情勢が比較的安定していたことや，多額の援助，さ
らに石油ショックにより石油収入の増大等を背景として，平均8.8%の経
済成長率を遂げ，発展への基礎固めが行われた時期であった。この期間に
おける工業部門の国民所得に対する割合は.9.6%となった。また工業部
門の投資額は，推計28億6000万ドルに達し，新規労働力も154万5000人を
吸収した。
第2次5ヶ年計画(1974/4----1979/ 3) 
第2次における工業開発は，原素材を工業用原料に加工する過程に重点
がおかれ，特に食品工業，繊維，皮製品，紙，化学，薬品，ゴム加工，非
金属鉱物，金属，機械などの部門で進展した。また近代部門と伝統部門の
均衡のとれた経済開発政策が重点課題にとりあげられた。
この期間も援助資金の流動や石油収入の増大等により，年平均成長率は
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13.5%で国民所得に対する工業の比率は12.9%となった。工業部門への投
資額は84億ドルと飛躍的に増大し，また， 60万人の雇用機会を作った。
第3次5ヶ年計画(1979/4""1984/3 ) 
第3次では工業開発の方向及び目標を，従来の素材中心から，工業原料
を作り出す過程に加えて，中間財，完成財を作る方向で発展した。また工
業以外の部門との不均衡を少なくすることにも配慮、し，既存の生産設備能
力の維持に努めると同時に，新しい工業分野を創設して生産力の向上をは
かり，既存設備の活用，労働生産性の向上に努めることが課題とされた。
しかし 1980年に入って世界経済の不況，石油を含めた一次生産価格の低
迷を受け，経済成長は大幅に減退し， 1982年2.2%，1983年， 4.2%であっ
た。
また貿易収支の赤字転落，経常収支の大幅な赤字の増大，財政収入の減
少がみられた。
期間中の平均成長率は9.36%と推定されている。国民所得に対する工業
の比率は15.8%となり，投資額は240億3000万ド/レとなった。また，雇用
吸収力は135万人とされている。
第4次5ヶ年計画 (1984/4 ~1989/ 3 ) 
第4次計画では，公平かつ公正な方法で国民の生活，知識，福祉水準の
改善と，将来の発展の基盤づくりが中心課題とされている。また具体的に
は， (1)海運，通信等のインフラ部門の整備， (2)非石油産品の輸出振興， (3) 
中小企業の育成， (4)教育，職業訓練の強化， (5)エネルギー資源の多様化等
があげられている。
第4次計画の主要指標は表6，表7である。
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表6 第4次計画における部門，'i]IjGDP成長率-構成比(単位:%)
¥¥¥¥ 平均成長率
農 業 3.0 ( 3.4) 
鉱 業 2.4 (..1.8) 
工 業 9.5 ( 9.6) 
建 設 5.0 ( 8.6) 
運 輸・通 {言 5.2 ( 7.8) 
そ 。コ 他 5.0 ( 7.4) 
G D P 5.0 ( 5.7) 
(注)平均成長率欄の( )内は第3次計画実績見込み。
(資料)表5と同じ。
表7 輸出の伸び率(単位:%)
全体 I11. 9 ( 8.6) 
石油 I 8.7 (11.4) 
(原油 I 3.6 ( 8.2) 
( L N G) I 15.2 (41.3) 
石油以外 I15.8 ( 5.4) 
(注) ( )内は第3次計画実績
(資料)表5と同じ。
図1 経済成長率
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図2 部門別経済成長率
(lj1f主%)
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( 1969-1973) ([974 [978) ([979-[9 83) (1984-[ 
民業 鉱業 業工 剖ぷこ運通 皇霊長 姐:連通民業 鉱業 i業; 蛙ぷ， 輸運f通~jli業Z 鉱業 工業 話，υι: 連鵠通信l輸fJ .止輸信
ィ、
11 
1 I~ I~ 
ーー実績 -10.[ 
(資料)表5と同じこ
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図3 外国貿易
ーー輸出実績
一一ー石油・石油製品輸出実績
--ー輸入実績
(単位:101.意ドル)
1969 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 
年
(資料)表5と同じ
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以上第1次から 4次までの GDP成長率の推移，部門別経済成長率，及
び外国貿易については，それぞれ図上図2，図3の通りである。
5. インドネシアの工業の現状
1986年度版世界開発報告によると，インドネシアは 1人当たり GNPで
は， 540ドルと中所得国の中では下位より 6番目に位置しており，アセア
ン諸国の中では最低の位置にある。しかし， 1965年から1984年の聞の年平
均増加率では，シンガポールを除いてもっとも高L、。(表8)
生産構造をみると， 1965年では約60%を占めていた農業部門が1984年に
は26%へ減少し，逆に工業部門が12%から40%へと増大した。これはアセ
アン諸国の中で、最高であるが，製造業では1983年の数値ながら13%と最低
表8 人当たり GNP及び増加率
¥¥ l人当たり GNP 年平均増加率1984 ド/レ 1965-1984 % 
インドネシア 540 4.9 
フィリピン 660 2.6 
タ イ 860 4.2 
マレイシア 1980 4.5 
シンガポール 7260 7.8 
(資料)世界銀行『世界開発報告Jl. 19860 
表9 生産構造 (%)
¥¥ 農 業 工 業 (製造業) サービス業1965 1984 1965 1984 1965 1984 1965 1984 
インドネシア 59 26 12 40 8 13* 29 34 
フィリピン 26 25 28 34 20 25 46 41 
タ イ 35 20 23 28 14 42 52 
マレイシア 30 21 24 35 10 19 45 44 
シンガポール 3 24 39 15 25 73 60 
* 1983年の値。
(資料)表8と同じ。
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であった。(表9) 
製造業部門の役割
1970年代のインドネシア経済の成長を高めたのは工業部門であるが，そ
の内，製造業は重要な産業であった。
表10 GDPと労働力の産業別年平均成長率(%)
産 業
GDP(1970~78年) 就業者 (1971~77年)
1973年価格
農 林 漁 業 3.9 1.9 
鉱 業 9.1 12.4 
製 造 業 13.2 7.6 
建 設 業 16.8 3.6 
電気・水道・ガス事業 9.8 -2.4 
運輸-通信事業 12.8 6.9 
商業・サービス 8.2 3.4 
全 産 業 7.6 2.9 
(出所)GDP: UN， Yearbook 01 National Accou耳tsStatistics 1979.ニューヨーク，
1980年，第1巻. 575~578ページ。
就業者:ILO， Yearbook 01 Labour Statistics，ジュネーブ，1978年版と81年版
の中の快structureof the economically active population"を利用。
(資料)渡辺利夫編『アジア諸国経済発展の機構と構造Jj，アジア経済研究所，1985。
表11 GDPと労働力の産業別構成比(%)
GDP(1973年価格) 就 業 者
産 業
1970年 1978年 1971年 1977年
農 林 漁l 業 45.0 34.1 64.2 60.7 
鉱 業 9.9 11. 1 0.2 0.3 
製 造 業 8.2 12.3 6.5 8.5 
建 設 業 2. 7 5.3 1.6 1.7 
電気・水道・ガス事業 0.5 0.6 0.1 O. 1 
運輸・通信事業 3.3 4.8 2.3 2.9 
商業・サービス 30.4 31. 8 25.1 25.8 
全 産 業 100.0 100.0 100.0 100.0 
(資料)表10と同じ。
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1970年代の GDP と労働力の産業別年平均成長率をみると， GDP で
13.2%，また就業者も， 7.6%と非常に高いことがわかる。(表10)
また GDPと労働力の産業別構成比では(表ll)，GDP，就学者とも農林
業の占める割合が高いものの， 1970年の製造業の占める割合は8.2%から
1~78年の 12.3%へ増大した。
また就業者も6.5%から8.5%へと増大し，製造業の急速な成長を表わし
ている。
また GDPに占める製造業付加価値のシェアでも， 1973年の7.6%から，
1981年の12.9%へ増大している。しかし他の国に比べては低L、。ただ製造
業付加価値の増加率では， 1973年から1981年の間では14.6%と最高であっ
た。(表12)
このように工業が急速に成長した背景には1967年の外国投資奨励法や，
大きな潜在的需要の存在によって支えられた。 1970年中頃より，製造業部
門の構造が多様化してきた。表13にみられるように，鉄鋼，電気機械，そ
の他非鉄金属(主にセメント)，金属加工品等の資本集約的産業の成長率
が高く，逆に食料品，織物，タバコ等，労働集約的産業などはあまり急速
には成長しなかった。こうした多様化が製造業部門の構造的変化をもたら
した。
1971年と1981年の製造業付加価値シェアーは，消費財が80.8%から47.6
%へ減少した半面，中間財は13.1%から， 35.5%へ，また資本財も， 6.1 
%から16.9%へそれぞれ増大した。これらは，圏内需要の減少や，輸入代
替が行き詰まりつつあることを示している。こうした構造的変化は，技術
関連産業には有利に作用し， しかも，もっとも急速に成長した部門であっ
た。技術関連産業は労働集約的なため，雇用機会の創出についても好結果
を生んだ。即ち， 1970年"'-'1980年の間， 15.8%の増加率を示し，特にエレ
クトロニクス関連では，年27%の増加率であった。
しかし技術部門の機械設備は， 66%を輸入にたより，圏内生産は34%
であった。また技術部門の原料や部品設備の輸入は， 79%と8割近くを輸
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入に依存している。
このように，インドネシアの工業の成長の要因は，圏内需要と，輸入代
替の拡大によるものであった。
製造業の規模別構成をみると， (表14)，インドネシアの特徴が表われる。
ここで大・中規模というのは従業員20名以上，小規模は5名から19名まで，
そして零細規模は4名以下である。 1974/75年と1979年では，ほとんど変
表12 MVA (製造業における付加価値)の配分と GDPに占める MVAのシエ
ア(1973年，1981年)
MVAの配分
GDPに占める MVAの
MVAのシェア 年平均増加率
1973 1981 1973 1981 1973-1981 
Brazil 1. 99 2.41 29.68 28. 16 6.2 
Mexico 1. 08 1. 47 23.13 23.48 6.9 
India 0.79 0.91 16.48 17. 16 5.1 
Republie of Korea 0.25 0.52 23.83 3. 79 13.4 
Argentina 0.74 0.51 32.63 25.82 -0.8 
Turkey 0.37 0.39 20.02 18.64 3.4 
lndonesia 0.12 0.29 7.61 12.92 14.6 
Philippincs 0.22 0.28 25. 76 25.66 6.6 
Venezuela 0.27 0.26 15.27 18.61 2.9 
Hong Kong o. 14 0.24 29.11 30. 78 12.3 
Thailand o. 13 0.23 17.54 20.82 10.9 
Peru 0.20 0.20 24.39 24.37 1.8 
Nigeria 0.10 0.18 4.74 8.17 12.0 
Colombia 0.16 0.18 22.08 21. 08 4. 7 
Puerto Rico 0.16 0.18 29.18 35.62 5. 7 
Pakistan o. 13 0.17 17.42 18.38 6.5 
Iran O. 18 O. 16 7.06 8.94 0.9 
Saudi Arabia O. 13 O. 15 5.88 5.92 6.3 
Singaporc 0.08 0.13 26. 71 27.62 10.0 
aRanked according to contribution to World MVA in 1981. 
Source : UNIDO data base.Information supplied by the United Nations Statistical 
Office， with estimates by the UNIDO secretariat. 
Torben， M. Roepstorff nndustrial Development in Indonesia : Performance and 
Prospectsj Builetin of Indonesian Economic Studies， Vol. XXI， No. 1， April1985. 
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表13 製造業における付加価値の増加と構造変化a，1971， 1980 
1S1C 1S1C Dcscription 
Code 
Mainly Co附抑制rGoods 
3110 Food Products 
3130 Beverages 
3140 Tobacco 
3210 Textiles 
3220 Wcaring apparel， cxcept footwcar 
3240 Footwcar，ぽαptrubber or plastic 
3320 Furniturc， cxcept mctal 
3420 Printing and publishin喧
3610 PO仕:cry，china carthcnwarc 
3900 Othcr manufactured products 
Mainly Inten処ediateGoods 
3230 Lcather products 
3310 Wood produts，α.ccpt furniturc 
3410 Paper and products 
3510 1ndustrial chcmiαIs 
3520 Other chcmica1s 
353ゆ Pctroleum児 fincrics
3540 Misc. pctro1cum and coal 
1971 
(%) 
80.8 
33.9 
2.0 
27.9 
13.2 
0.1 
0.6 
0.3 
2.0 
0.6 
0.3 
13.1 
0.3 
1.4 
2.0 
0.8 
3.8 
products O. 0 
3550 Rubbcr products 1. 3 
3560 Plastic products O. 5 
3620 Glass and products O. 5 
3690 Other non-mctallic mincral 
products 2. 5 
3710 1ron and stccl 
3720 Non-fcrrous mctals 
Mainly CゆitalGoods 6. 1 
3810 Fabricatcd mctal products 2.3 
3820 Machincry， exccpt c1cctrical 0.4 
3830 Machincry c1cctric 2.5 
3840 Transport cquipmcnt 0.9 
3850 Profcssional and scintific equipmcnt 0.0 
Total Manufacturing' 100.0 
Total Manufacturing in Currcnt Priccs 
1980 
(%) 
47.6 
11. 1 
1.5 
19. 1 
12.4 
0.4 
0.8 
0.2 
1.5 
0.2 
0.4 
35.5 
0.2 
7.0 
1.5 
4.3 
7. 1 
0.0 
4.8 
0.7 
1.1 
5.9 
3.1 
0.0 
16.9 
3.5 
1.6 
5.3 
6.4 
0.1 
100.0 
(Rp million)2 135，990 2，130，000 
'1S1C 3000-excluding 3530. d1970 -75. 
bBased on Rp inωrrentpric泡s. <1970-76. 
MVAの
年平均増加率
1970-198F 
13.61 
9.26 
9.64 
10.83 
12.56 d 
9.05 
18.72' 
24.32' 
10.15 
12.04' 
31.48' 
19.15 
14.73 
19.62 
4.53 
7.73 
22.21 
33.23' 
17.56 
27.79 
51. 35 
18.86 
19.01 
29.20 
7.31 
12.04 ' 
11. 88 
'Based on constant 1975 prices. IIncludes also some consume江・durables.
Source: UNIDO data base， information supplied by the United Nations Statistical 0任ice，With 
estimates by the UNIDO secretariat. 
(資料)表12と同じ。
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表14 製造業事業所の規模別分布
¥ ¥ 大・中規模 小規模 零細規模1974/75 I 1979 1974/75 1979 
事業所数 7，091 7，960 48，186 13，024 
構成比(覧) (0.5) (0ι) (3.71 (7.3) 
従業員数 61，704 870，019 343，240 827，035 
構成比(切) 03.5) 09.4) (7.0) 08.4) 
付加価値0，001レピー) 476，947.213 1，60，459 53，027，457 187，323 
構成比(% ) (7.9) (7.6) (8.0) (8.8) 
(注)大 中規模:従業員20人以上の事業所。
小規模:従業員 5~19人の事業所。
零細規模・従業員4人以下の事業所。
1974/75 1979 
1，234，51 1，417，802 
(95.71 (92.1) 
3，89，856 2，794，83 
(79.5) (62.2) 
82，564，493 291，42 
03.5) (!3.6) 
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ムロ 計
1974/75 1979 
1，289，78 1，538，786 
(10.0) 00.0) 
4，904，90 4，491， 87 
00.0) 00.0) 
612，539，163 2，139，24 
(10.0) 00.0) 
(出所)1974/75年:Biro Pusat Statistik， 1974/75 lndustrial Census，ジャカルタ
の統計データより算出。
1979年:Biro Pusat Statistik， Sta的tik，lnd初esia1983，ジャカルタ，1984年，
304~307ページの統計データにより算出。
(資料)表10と同じ
化はない。即ち，事業所のうち90%以上が零細規模であり，大・中規模は
0.5%と，零細規模に集中している。また従業員数についても， 62%を零
細規模が占め，大・中規模は20%弱にすぎなL、。しかし，生産力の面では，
大・中規模が約78%と非常に高く，零細規模は13.6%となり，大・中規模
と零細規模との聞の労働生産性の格差が存在していることがわかる。
石油とインドネシア経済
経常歳入に占める石油-天然ガス部門の割合をみると(表15)，5ヶ年計画
が始まった1969/70で、は， 27%であったのが，第 1次石油危機の時の74/
75年度では54.6%，さらに第2次石油危機の79/80年度は， 63.6%となり，
そして81/82年度では70.6%と最高に達したが，その後は減少し始めた。
国家予算収入の源泉をみてみると1973/74までは非石油天然ガス収入の
方が石油天然ガス収入より多かったが1978/79ではそれが逆転した。(表16)
次に貿易構造をみてみると，まず商品別輸出入の動向では， 1965年と
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表15 経常歳入に占める石油・天然ガス部門の割合(実績値)(単位:10億ルピア)
¥¥ 経常歳入額 石油・天然ガス収入額 天然ガス収入の割合(%)
1969/70 244 65 27.0 
1970/71 344 99 28.7 
1971/72 428 140 31. 5 
1972/73 590 231 39.0 
1973/74 968 382 39.5 
1974/75 1，754 957 54.6 
1975/76 2，242 1，248 55. 7 
1976/77 2，906 1， 636 56.3 
1977/78 3，536 1，949 55. 1 
1978/79 4，266 2，309 54. 1 
1979/80 6，697 4，260 63.6 
1980/81 10，227 7，020 68.6 
1981/82 12，213 8，628 70.6 
1982/83 12，418 8， 170 65.8 
1983/84 14，413 9，520 65.9 
1984/85 15，905 10，430 65.6 
1985/86 19，253 11，144 57.9 
(注)1985/86は実績推計値。
(出所)インドネシア銀行『統計月報J; 1985/86のみ，lndinesi仰 Commercial
Neω's-leter， 4月21日号。
(資料)Il'アジアトレンドJ，1986 m，アジア経済研究所。
表16 国家予算収入の源泉 (単位億ドル)
---1968 1973/74 1978/79 1982/83 1983/84 1984/85 1985/86 石油天然ガス収入 333 3，822 23，087 81， 704 95，202 104，299 1l，444 
非石油天然ガス収入 1，164 5，855 19，574 42，479 49，125 54，756 81，084 
5十 1，497 9，677 42，661 124，183 144，327 159，055 192，528 
」一一
(資料)井草邦雄訳『インドネシアの経済開発実績と工業政策J.アジア経済研究所， 19870 
1983年の比較では，表17のようになる。輸出では，燃料，鉱物，金属が1965
年の43%から1983年80%へ急増したのに対しその他の一次産品は53%か
ら12%へと減少している。
1969年から1984年までの石油・天然ガスと非石油・天然ガスの輸出額の
輸燃料・鉱物・金属
その他・ 1次産品
繊維・衣料
機械-輸送機器
その他製品
(資料)表8と同じ。
2401-(億ドル)
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表17 商品別輸出入のシェア(%)
出 輸
1965 1983 
43 80 食 料
53 12 燃 料
1 その他・ 1次産品
3 1 機械・輸送機器
6 その他製品
図4 輸出額の推移
zω z非石砂天然ガス輸出額
160 
入
1965 
6 
3 
2 
39 
50 
天然ガス輸出総額
120 
(注)インドネシア銀行『統計月報』をもとに作成。
(資料)表15と同じ
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1983 
8 
25 
5 
35 
28 
推移，また，石油・天然ガス部門の輸出について，図4，表18に示した。
表18から， 1983/84年頃から輸出は減少してし、る。
しかしながら1985年原油価格の動きをみてみると，急速に下落した。即
ち， 1985年の OPECの公定価格破棄により大幅に下落し，インドネシア
産原油価格は，基準油種ミナスの公定価格28.53ドル/ノ〈レノレには変更は
ないものの，実際には大幅に値引きされ， 1986年 5月で12ドル/ノξレルと
みられている。(図5，図6) 
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表18 石油・天然ガス部門の輸出(単位:100万バーレル)
¥¥¥~ 石 油1)I 石油製品2)I 言十
1968 149. 1 27.6 176.7 
1973/74 380. 1 59.1 439.2 
1978/79 463.3 41. 6 504.9 
1982/83 302.2 33.9 336.1 
1983/84 356.0 57. 1 413. 1 
1984/85 343.6 56. 7 400.3 
1985/86 289.3 49.4 338.7 
(注) 1) コンデンサットを含む。
2) LPGを含まず。
(資料)表15と同じ。
図5 スポット価格(北海ブレンド)の推移
??????
?
??
?
?
間 111l山中I2月 3月 4月 5H 6月 7月 81 9月間
(注)ニューヨーク市場終値。原則として直近もの，毎週末
値を入れてある。
(資料)表15と同じ。
こうした石油価格の大幅な下落は，その後のインドネシア経済に大きな
影響を及ぼすことになる。即ち，石油・天然ガス部門から，非石油・天然
ガス部門重視へと政策転換が行われることになる。 1981年以降は石油輸出
による利益が減少した結果，非石油製品の輸出を促進する方向へ変ってき
た。
経常収支の推移をみると， (表19，図7)，第 1次石油危機までは比較的
町民一
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図6 主要産品の価格変動 (1980年第I四半期=100)
ω1 Im [v81lI m ri82IIlllV83II m N84III m IV85II m N8/.iII四W 図11nr N剖IIm N8211J m !V8311I m ['(84Il rn N85IU nr rv861 日間 W
(注)86-Nのすず，ゴムは10.11月のみ。タピオカ・ベレツトの85-
I以降はパンコク銀行月報などをもとに推計。
(出所)IMF，Inter間抑制lFi即 ncialStatistiω等のもとに作成。
(資料) Wアジアトレンド~. 1987. I.アジア経済研究所。
図7 経常収支の推移
(億ドル)
30 
????????
?????
??
??
-30 
-50 
-70 
1969 71 73 75 77 79 81 8384年
(注)インドネシア銀行『統計月報』をもとに作成。
(資料)表15と同じ。
安定していた。その後石油収入'の増大による貿易収支の黒字拡大は利益送
金などのサービス収支赤字の増大，ひいては経常収支赤字を構造的でしか
も恒常的なものとした。その後， 1978年にルピアが切り下げられ込)それ
までIド、/レ4151レピアであった為替レートが. 1ドル6251レピア， 50.6%切
り下げられた。これは石油輸出の増大にもかかわらずルピアが課題評価さ
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表19 国際収支の推移
一一一一一一一 1968 1 19町 7411978/79 1別 2/83 1 1983/84 1問山51)I四日6
商品およびサービス
輸出 (Fob) 872 3，613 1，353 18，672" 19，81621 19，901 18，612 
非石油天然ガス 569 1，905 3，979 3，928 5，367 5，907 6，175 
石 i由 303 1，708 6，856 12，283" 12，05021 10，625 8，816 
天然ガス 516 2，461 2，399 3，369 3，621 
輸入(Fob) -831 -3，074 -8，443 -18，496" ー16，304" ー14，427-12，552 
非石油・天然ガス -751 -2，613 -6，732 ー14，131 一12，815 -11，630 -10，078 
石 i由 -80 -461 -1，664 -4，223" -3， 27321 -2，605 -2，282 
天然ガス -47 一142 -216 一192 一192
サービス(ネット) -328 -1，295 -4，065 ー7，215 -7，663 -7，442 -7，892 
非石油・天然ガス 一160 -689 -2，412 -4，002 -4，074 -4，061 -4，052 
石 油 -168 -606 -1，409 -2，272 -2，761 -2，175 -2，530 
天然ガス -244 -941 -828 一1，206 -1，310 
経常収支 -287 -756 しー155 ー7，039 4，151 -1，968 -1，832 
非石油天然ガス -342 -1，397 -5，165 -14，205 -11，522 -9，784 -7，955 
石 油 55 641 3，785 5，788 6，016 5，845 4，004 
天然ガス 225 1，378 1，355 1，971 2，119 
政府借款 266 643 2，208 5，011 5，793 3，519 3，432 
プログラム援助 246 281 94 21 84 52 38 
プロジェクト援助 20 275 1，104 1，541 1，639 1，471 1，379 
その他のプロジェクト借入 87 839 1，859 2，352 1，795 1，473 
現金借入その他 171 1， 590 1，718 201 542 
政府借款返済3' -52 -81 -632 -926 一1，010 -1，292 -1，644 
1966年以前の借款 37 -69 -87 -125 -89 -31 -36 
1966年以後の借款 一15 一12 545 -801 -921 -1，261 -1，608 
その他資本受入れ 65 549 392 1，795 1， 191 499 572 
直接投資 10" 433" 410 599 449 496 561 
資本借入れ返済 -102 -139 -288 -256 -251 -262 
その他借入れ 200 373 1，294 337 34 166 
その他借入れ返済 -447 444 -260 -442 -476 
その他資本 55 18 195 634 921 662 583 
SDR 64 
資本移動 12 -360 -708 3，280 -2，070 -667 -30 
IMF借款(ネット) 15 -136 -6 一5 162 6 -15 
短期借款(ネット) -3 l 一1
短期債権 -224 -702 3，285 -2，233 -672 一15
L会合収支 -4 5 一169 -2，121 247 -91 -498 
(注)1)暫定値。
2 )原油輸出と石油燃料輸入の交換を含む。
3)借入元本。
4) PICS.を含む。
(資料)表16と同じ。
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れていたことや，石油輸出が逓減状態になったことによるものであった。
その結果，石油価格上昇の影響とともに，国家財政の石油依存をさらに
高めることとなった。
さらに第2次石油危機によって， 1977年， 1980年には経常収支は黒字と
なった。しかしその後の世界経済の不況，あるいは石油需要の落ち込みに
よる石油価格の下落などにより，経常終止は， 82年に54.5億ドル， 83年に
は64.4億ドルの赤字となった。この結果， 1983年に再びルピアが切り下げ
られた。
ここでの切り下げの目的は，国際収支の改善と発展のための歳入確保と
いうことであった。その結果，経常収支赤字の減少による国際収支の改善，
短気的な輸出増，国家歳入の増大に貢献した。しかしルピアの切り下げ
は，インドネシア経済の石油依存からは脱却できなかった。
さらに1986年にも引き下げられ 1ドル1644ルピアへ45%の切り下げが
行われた。
原油値下がりの影響(表20)は，当然のことであるが，石油輸出国のイ
ンドネシアは，重大な損失額となる。
また世銀の「開発報告Jでは表21，表22のような推定結果を出している。
表20 石油値下がりの影響(1985年)
¥¥¥韓 国台 再香 詰シンガポー ルダ イインドネン7マレイシ7 7ィリピン
原油輸出量 (b!d) 1，450，0特 431，0 
原油輸入量 (b!d) 550 ， 00~ 320， O~O 石油製品のみ 58， 9~0' 1ω， O~O 140 ， 00~ 
$!/b下がった時の 輸入 輸入
9 
輸入 輸入 輸出 輸出 輸入
効果 (10万米ドlレ) 20陣 17既 215減 13減 30HOO世 15両 51減
ーーーーーーーーーーーーーー -ー---・+昏骨 噌ー---司---ー---ー-----・ー 骨4・4・ーキ-------・+ー -ー---+・ーーーーー・・ー
輸出に占める (84) 
21.1 51.0+ 
(84) 
石油の割合(目) 。ι 2.6+ 
輸入lこ占める
17.9+ (841 (84) 29.5 (84) 
(84) (84) 
石油の割合(判) 1.2+ 5ι 幻4 10.0 幻.2
」
*石油製品を含む。**コンデンセートを含む。+原油のみ。
(資料)表15と同じ。
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表21 石油価格10ドル/ノfー レル下落の開発途上国の輸出収入，利払及び中・
長期民間貸付に対する影響の推定， 1986， 1987及び1990年
輸出収入 中長期債務の利払
増減額 10億ドyレ) 比率(払) 増減額 10億ドル) 比率 1%1
国別グループ 1986 1987 190 1986 1987 190 1986 1987 190 1986 1987 190 
途上国 -42.8 -49.7 -54.4 -8.3 -8.6 -6.4 -0.7 -4，7 -3.6 -1.1 -7.0 -5.1 
低所得国 -3.2 -3.7 -3.2 -5.2 -5.4 -3.1 0.0 -0.4 -0.3 0.0 -7.3 -3.2 
77りカ -0.3 -0.4 -0.5 -2.9 -3.9 -3.1 00 -0.1 。 0.0 -4.9 0.0 
アジ7 -2.9 -3.3 -2.8 -5.6 -5.7 -3.1 0.0 -0.3 -0.3 0.0 -8.3 -3.4 
中所得石油輸出国 -32.3 -36.1 -4.0 -27.9 -27.7 -24.0 -0.2 -1.5 -1.0 -1.1 -7.1 -5.0 
中所得石油輸入国 -7.3 -9.8 -7.2 -2.2 -2.6 -1.3 -0.4 -2.7 -2.3 -1.1 -7.0 -5.5 
主要工業品
輸出国 -5.8 -7.5 -4.9 -2.1 -2.4 -1.1 -0.3 -2.2 -2.0 -1.1 -7.4 -6.4 
その他石油輸入国 一1.5 -2.3 -2.3 -2.5 -3.4 -2.3 -0.1 -0.5 -0.3 -0.9 -5.6 -2.9 
中長期民間貸付
増減額 10億ドル) 比率(判)
国別グループ 1986 1987 190 1986 1987 190 
途上国 -1.4 -4.1 15.9 -5.5 -16.6 
低所得国 。 -0.1 -0.4 -0.2 -0.7 -3.9 I 
77リカ 0.0 0.0 。 0.0 。 。
アジア 0.0 -0.1 -0.4 。目 -0目7 3.4 
中所得石油輸出国 -0.4 1.3 -4.6 
中所得石油輸入国 1.0 2.7 1ー.0 -7.7 -24目。
主要工業品
鎗出国 -0.9 2.6 10.5 一10.0 -29.6 
その他石油輸入国 。目 -0目l 0.5 0.0 -5.0 20.4 
注:データは，ベースラインの石油価格(1ノξーレル当り， 1986年20ドル， 1987年22
ドル， 1990年23ドル)とシナリオの価格(それぞれ10ドルす'つ低L、)との違い
に基づく。
出典:Fleisig (background paper). 
(資料)表8と同じ。
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表24 非石油・天然ガス製品輸入の推移 (CIF)(単位・100万ドル)
-司旬、ー 、ー--‘-句-・
消費財
食 糧
米
麦
その他食糧
砂 糖
その他
衣 料
織 維
その他
原材料・中間品
綿
綿 糸
その他紡糸
化学品
化学・薬品材料
sE 料
セメント
コンクリー 卜用鉄筋，鉱材
その他
資本財
鉄管，鏑管
手動機械
工業用機械
モー ター ・変圧機
通信機器
パス，トラック，耕うん機
航空機
船 舶
その他
ムロ 計
(注)I)L/C開設に基づく。
2)修正{直。
3)暫定{直。
(資料)表16と同じ。
l州W 九|附則 1馴 31983/8421 1附邸2111附 631
31. 6 98.8 1，416.5 1，173. j2I 1，187.2 1， 11. 5 1，350.7 
25.0 76.0 890.6 50.721 612.1 579.2 541.8 
153.4 549.5 317.3 36.621 268.9 。
43.4 2.6 0.0 0.7 1.4 3.0 2.4 
1.9 123.1 20.8 74.3 53.5 274.6 お2.3
9.0 64.6 130.7 0.0 0.0 0.0 0.6 
17.3 36.2 21. 8 439.1 28.3 301.6 276.5 
106.6 22.8 525.9 62.4 575.1 532.3 808.9 
58.5 21.1 29.1 34.3 34.6 38.5 38.3 
48.1 201. 7 496.8 58.1 540.5 493.8 70.6 
283.1 1，167.2 2，26.6 3，341. 6 2，801.2 2，790.5 3，567.3 
19.3 10.0 105.4 146.2 157.8 15.6 18.3 
19.8 25.9 3.9 1.0 0.7 0.1 0.5 
3.8 6.9 10.2 48.9 40.2 36.8 14.5 
14.8 89.4 259.5 345.2 342.7 397.3 726.5 
19.8 49.2 98.9 249.9 216.9 180.5 18.1 
51. 8 235.4 74.9 147.6 52.9 61.8 21.1 
5.3 29.8 11.5 49.9 7.3 0.2 0.0 
6.4 17.5 40.6 37.4 40.3 318.6 376.8 
12.1 383.1 1，211. 7 1，975.5 1，582.4 1，639.6 1，951. 5 
104.9 79.8 2，042.4 3，308.1 2，060.7 1，954.9 2，637.4 
10.4 1.8 36.0 43.5 51.5 28.6 36.2 
7.6 58.1 217.0 212.5 263.1 150.9 36.8 
48.3 106.7 15.9 80.7 19.8 72.0 お6.5
5.6 71. 0 16.0 281.4 18.5 218.5 360.7 
6.4 30.6 127.9 189.8 102.3 13.1 29.2 
15目3 18.4 463.9 370.9 363.0 179.4 79.3 
5.3 10.1 78.4 257.5 81.0 106.5 124.3 
3.3 24.9 87.1 134.0 32.2 61.9 157.8 I 
2.7 348.2 760.2 1，737.8 859.3 1，024.0 976.6 
719.6 2，945.8 5，725.5 7，82.821 6，049.1 5，856.9 7，55.4 
司"'.o
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6. おわりに一一まとめにかえて一一
1970年代のインドネシアの工業化は，以上みてきたように2度の石油危
機を契機として石油依存構造の中で進められてきた。しかし今日の世界
的石油やその他の一次産品市況の悪化，あるいは，先進国を中心とする保
護主義の台頭などによってこれまでとはまったく違った局面をみせてい
る。また， これまで・の輸入代替工業化政策のもとでの保護-割当が，公共
部門の肥大化をもたらし，経済システムの官僚主義化を進行させた。さら
に，石油好況下で国家財政が潤い，輸入代替工業化が進んだ結果，輸出指
向工業化への転換がうまく進まなかったこと等があった。
こうしたことはたとえば，諸規則や，諸手続きの繁雑による官僚機構な
どの非効率や，一部企業グループによる権益の独占，補助金などによる産
業保護政策，機械設備などの低稼動率などにみられた。
そこで1982年以来，非石油輸出製品を中心とする輸出振興政策がとられ
ている。
たとえば， これまで見返り輸出制度や，輸出補助金の導入，輸出入決済
方法の自由化，などの政策がとられたが， 1985年にはさらに官僚機構の効
率化，たとえば輸出促進特に非石油製品輸出のための環境整備の一環とし
て，税関業務の民問委託などが実施された。
また，具体的促進政策として，合板，繊維など過当競争業種の企業グルー
プ化，国営企業の民営化，国営企業と民間企業との合併推進，外資系合弁
企業の持株過半数のインドネシア化などが行われている。
このような輸出振興政策のうち，たとえば合板のように，一次産品の加
工度の向上により，一次産品輸出を製品輸出に切りかえていくいわゆる輸
出代替工業化政策がとられている。即ち，NAIC型の工業化政策といえる。
これもただ単に圏内産業保護政策としてではなく，積極的な輸出産業育
成等として，一次産品の加工度の向上を図ることにより，後方関連産業に
対する需要創出の面から，工業化推進の原動力となるものと思われる。
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本稿は現状分析を中心に展開してきたが，理論的背景については今後の
課題としたい。
〔注〕
* 本稿は， 1986年度における，インドネシア工業化研究プロジェクト(RPII)の研
究報告の一部をもとに，新たにまとめ直したものである。
本プロジェクト主査の金子敬生教授をはじめ，仁平耕一助教授， 日本鋼管柳栄
一氏(本フ。ロジェクト客員研究員)にご教示を賜り，記して感謝申し上げfこL、。
(1) この複線型工業化については，今岡日出紀，大野幸一，横山久編『中進国の工
業発展』ー複線型成長の論理と実証一，アジア経済研究所， 1985.に詳しく述べ
られている。また，篠原三代平編『第三世界の成長と安定.J]，日本経済新聞者， 1982.
の第五章，今岡日出紀「輸出主導型成長と安定」でも触れられている。
(2) NAICについては，末慶昭・安田靖編『タイの工業化-NAICへの挑戦.J]，ア
ジア経済研究所， 1987.に詳しL、。
(3) 井草邦雄訳『インドネシアの経済開発実績と工業化政策.J]，アジア経済研究所，
1987.この文献は，スハルト体制に移って20年間の経済政策の推移と経済開発の
実績の評価を内容とした「大統領経済報告」の翻訳書である。
(4) 開発5ヶ年計画。これは REPELITAと呼ばれ，経済部門だけでなく，社会・
文化・行政の分野にわたる総合的開発戦略を含み，高い経済成長，社会の安定，
公平化の推進とL、う開発き 3原則にもとづいて進められており，現在第4次が実
施されている。
(5) 1983年3円， OPECは石油需要の低下に伴い，石油の公定価格を34ドル/ノfレ
ルから29ドル/ノfレルに引き下げられた。また，各産油国に生産上限枠を割り当
てた。インドネシアの割当量は130万ノξレル/日であった。
(6) 切り下げ幅は 1ドル970ルピア， 26%であった。
(7) 1985年の非石油産品の輸出振興等により，合板，繊維，肥料，セメントなどの
輸出が増加している。たとえば，合板は1987年には輸出量を前年比の2倍に増加
させた。さらに，従来の輸出奨励金制度を廃止し， 1988年からは，輸出が減るメー
カーに対し何らかの制裁措置を講ずるという，さらに強い輸出促進政策を取ろう
としている。これらは，木材や，天然ガスなど豊富な天然資源を活用できること O
また毎年約180万人といわれる新規の労働力を吸収するうえで，比較的労働集約
型産業であること。あるいは，付加価値の高い製品であることなどがあげられる。
(8) 輸出代替については， H. Myint，‘'The Economics of the Dereloping Coun-
tries" 1982， p136，木村修三，渡辺利夫訳『開発途上国の経済学.J]， 1982，東洋経
済新報社， P 1910 
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〔付表〕
付表 1 インドネシアの税制
-政府歳出に占める税収割合75%程度
-販売税の廃止と付加価値税の導入，奪{多品販売税の賦課
・政令，大蔵大臣令が実際には税法と同様の地位
税収の8割強は直接税収入， うち石油法人税が大部分
付表2 インドネシアの金融政策
a.インドネシア中央銀行
-融資規模 665百億ルピア(1984年 3月末)
うち金融機関向66%，直接融資34%
b.商業銀行
-国立商業銀行 融資シェア79%
-民間商業銀行 融資シェア11%
・外国銀行 融資シェア 7%
c.開発銀行
-インドネシア開発銀行
・升l開発銀行，民間開発銀行
d.一般貸出金利 (1984年4月)
・国立商業銀行 13. 3 ~24% 
・民間商業銀行 18~32% 
-外国銀行 14~30% 
付表3 インドネシアの中小企業政策
a.技術関連施策
(工業省小規模企業総局(DGSI)中心)
-ミニ工業団地の造成指導と共同利用施設の提供
・技術，経営指導
・技術開発，教育，訓練
・里親 (FosterFather)告Ij度の拡充
.中小企業の組織化
b 金融施策
-中小企業向け融資
.融資保証
・プリブミ中小企業向け民間融資
.小規模企業向けリース
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付表4 インドネシアの外資政策
l.外資に対す 1966年のスハルト政権発足以降，経済再建のための外資導入
る基本姿勢 の必要性が認識され. 1967年1月には外国投資法が制定され，
以後1970年までの聞は外資に対し積極的開放政策がとられた。
そのため外資は大量に導入されたものの，進出分野が資源関
連に集中しすぎ，経済効果の大きい製造業等への進出を期待し
たほどではなかったため，外資法の改正・優先業種の指定等，
重点的に優遇措置を講じる，いわゆる選択的導入政策がとられ
たC1971~73年)。
1974年以降，第2次及び第3次5カ年計画を経て，第4次5
カ年計画 (1984~1989年)でも，基本的には外資を歓迎しつつ
も，経済的ナショナリズムを根底として園内資本の向上，育成，
インドネシアの人の登用等の規制措置が続けられている。
2.租税減免措 1984年 1月1日施行の新税法により全ての租税減免措置は新
置 規設立企業に対して撤廃された。但し，以下の3点は存続して
いる。
① 生産開始後2年以内に事業に必要な船舶を登録する際の譲
渡税の免税。
② 資本引き受けに対する資本印紙税の免除。
① 損失は発生した年度の翌年から起算して5年以内の繰り起
しが可能。
3.原料・資本 輸入税，輸入販売税は免除。
財輸入に対す
る優遇措置
4.投資規模規 なし
制
5.出資比率規 設立して10年後には，過半の株をインドネシア側ノfー トナー
制 に譲り渡すことが義務付けられている。
6.現地人の雇 不況になったからといって，企業が従業員を解雇等すること
用登用義務 は自由にできず，労働大臣の許可が必要。
外国人雇用規制 外国人に対するビザ及び就業許可が厳しく規制されているた
め，外国人技術者等の長期滞在が困難となっており，外国企業
は将来の技術管理に不安をもっ。
① 大統領令により，職種ごとに外国人雇用猶予期間を定める。
② 労働省令は，農業及び森林開発等について実施細目を定め，
各業務において条件付き(段階式)で外国人の就業を認めて
野肝""，，_-.e_
7.国産化率
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いる。
認可の際，行政指導の形で，国産品の使用奨励，国産化義務
を要請(品目リストのうち自動車部品，エンジン等がある)。
8 現地資金調 ① 金融期間は，資金貸付けにあたってリストを小さくするた
達規制 め，担保を厳しく求める(国営金融機関でも貸付け額の2.5
倍相当額の担保をとる)ので金融機関からの調達は困難。
① 合弁企業は，国営金融機関から融資を受けることができず，
海外から調達することとなるが，ルピア切り下げのリスクを
負うため，思い切った借り入れは困難。
9 送金規制 税を支払った後の利益，外国人職員の諸費用，減価償却費，
再投資の要請 固有化の補助金等は送金可能。元本回収のための送金は，税の
免除期間中は不許可。
10.輸出義務， ① 輸出指向産業は投資優先業種に指定され， 100%出資も可
輸出奨励 能。
① 78年11月ルピア切り下げと同時に，輸出証明書交付による
支払い済み諸税の還付据え置き等の輸出インセンティブが講
じられている。
11.工業所有権 商標法のみあり。
の保護
12.規制業種 国防産業，マス・メディアへの投資禁止。公益事業の外資全
面支配禁止。
(資料)通産省『経済協力の現状と問題点~， 1985。
